
執行額 - - 111

23年度要求

予算額(補正後） - - 111 104 -

事業概要
（5行程度以内）

警察が設置する街頭防犯カメラは、公共空間における犯罪の予防と犯罪発生時の速やかな認知及び的確な対応といっ
た目的の下に、設置・運用されている。犯罪発生時の的確な対応を効果的に達成するためには、街頭防犯カメラを常時
モニターしていることが望ましいが、そのような人員体制を整えることは、一般的に容易ではなく、限られた体制でも運用
可能なシステムの構築が不可欠となっている。そのため、撮影対象空間の人物や車両等の通行量や動きが、あらかじ
め設定した範囲を超えた場合、激しい動きやい集等を異常行動として認知し、アラーム通報する機能（以下「異常行動
検出機能」という。）やプライバシーに関する国民の不安を払拭する機能を装備した街頭防犯カメラシステムを実証・開
発するものである。（２カ年計画の１年目）

実施状況

平成２１年度当初予算においては、繁華街対策として神奈川県川崎市JR川崎駅東口地区に街頭防犯カメラ２０台を設
置した（事業番号　当初２－１　参照）。補正予算（第１号）では、子どもと女性を守る施策の強化を図るため、街頭防犯カ
メラシステムモデル事業の実施地区として、同地区を選定の上、さらに30台の街頭防犯カメラを設置し、異常行動検出
機能の実証・開発を実施し、異常行動検出機能のアプリケーションソフトの開発を実施した。
法律、都市工学、画像情報処理等の専門家や自治体、地域住民の代表等で構成する研究会を設置し、法、運用・効
果、技術等の観点から調査研究を推進し、中間とりまとめを作成。

予算の状況
（単位:百万円）
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根拠法令
（具体的な
条項も記載）

ー
関係する計
画、通知等
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担当部局庁 警察庁 担当課室 生活安全局生活安全企画課
生活安全企画課長
砂川　俊哉

会計区分 一般会計 上位事業 生活安全警察

行政事業レビューシート　サブシート

事業番号 補正　１－２

予算事業名 街頭防犯カメラシステムモデル事業
事業開始
年度

平成21年度 作成責任者

（※）平成21年度補正予算（第１号）執行の見直しにより、執行残を返納したため、執行率が100％となっている。

計 111

80

調査研究費
システム設計、技術検証、調査費
用等

21

その他経費 工事費、回線使用料等 10

自己点検
（使途の把握水
準や見直しの余

地等）

本事業については、警察庁が直接契約していることから、支出先を把握している。
本事業は、防犯上極めて有効であり、引き続き実施する必要がある。
今後も引き続き、競争性の高い調達の実施に努める。

資金の流れ
／

費目・使途

A.　パナソニックシステムソリューソンズジャパン株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

物品購入費 カメラ装置、映像記録装置等

総事業費(執行ベース) - - 111

執行率 - - 100%

執行額 - - 111
（単位:百万円）

Ａ．パナソニックシステムソ

リューソンズジャパン株式会社
１１１百万円

受託した調査研究事業

を実施

警察庁
１１１百万円

調査研究事業を委託

【一般競争入札（総合評価落札方式）】

（※）



街頭防犯カメラシステムモデル事業の概要

◆ 公共空間における犯罪の予防
◆ 犯罪発生の速やかな認知 ・的確な対応の確保

警察が設置する街頭防犯カメラの目的

【整備の現状】
10都府県363台 (H21年３月末)
→整備の必要性が高い地区が存在

◆ 限られた体制でも効果的な運用を可能とするシステム
◆ プライバシーに関する国民の不安を払拭する機能の強化

必要な対応策

の実現

事業の趣旨

異常検出異常検出 アラーム鳴動・点滅アラーム鳴動・点滅

Wooo! !!!!
現場急行現場急行

的確な対応の確保

事業の進め方

◆ 神奈川県川崎市ＪＲ川崎駅東口地区 ～ 街頭防犯カメラ５０台(当初20台、補正３０台)
を設置

モデル地区

年度計画

署通信室・当直室

◆ 警察としての標準的な街頭防犯
カメラシステムの実証・開発

◆ 運用に係るガイドラインの策定

○異常行動検出機能
○プライバシー保護機能
○アクセス権設定機能

実
証
・開
発

※事業期間は平成２１年度から２ヵ年を予定。

【平成２１年度】
○システム設計・整備
○モデルシステム運用開始
○中間取りまとめ

【平成２２年度】
○通年運用によるデータ収集
○システム検証・技術改善等
○最終取りまとめ

有識者研究会（指導・助言）


